
 

麻生議員提出資料 
 

（教員給与関係） 

 
平成25年11月29日 

 



一般行政職 給与月額　３７６，７１８円

教　　　員 給与月額　３７７，９３５円

※一般行政職、教員ともに平均年齢４３歳（大卒）とした場合の平均給与月額

本　　給

351,032円

教職調
整額

12,732
円

義務教育
等教員

特別手当

5,656円

職務給的
手当

8,506円

一 般 行 政 職 と 教 員  の 給 与 比 較
（平成２４年度）

本　　給

336,228円

時間外勤務手当

30,563円

職務給的
手当

9,057円

能
率
給
的
手
当

870
円

1,217円
0.32％

（14,804円）

賞与の算定基準

○財務省・文科省提出資料 
「教員給与の優遇分の取扱いについて」（抜粋） 
自民党歳出改革プロジェクトチーム（平成18年6月） 

 
 「教員給与月額が一般行政職給与月額を上回る 
 部分について縮減する。」 
             （中略） 
 「国庫負担縮減額          （18年度予算   
 べース）」  

 

 
 
 
 
 
（注）１５,６１８億円×２．７６％＝４３１億円 
１５,６１８億円＝１０,８３０億円（本給＋教職調整額）＋３４４億
円（義務特手当）＋１４９億円（管理職手当）＋４４億円（特勤
手当）＋４,２５１億円（期末勤勉手当） 

 
※平成18年度予算額ベース 

４３０億円 

教員年収を２．７６％縮減した場合の国費縮減額に
相当 

 

○ 教員月収の優遇分は0.32％まで縮減。 

○ しかし、教員年収（607.7万円）は一般 

 行政職年収（597.5万円）を約10万円 

 （1.7％）上回っている状況。 

※ 賞与の算定基準となる本給部分（教職 

 調整額を含む）について、教員は一般行 

 政職よりも大きく優遇されているため。 

 

教員年収の２．７６％縮減が必要 




